
平成２５年度新規事業

復興庁

政策名：復興施策の推進　施策名：（１）復興特区制度に係る施策の推進

政策名：復興施策の推進　施策名：（２）復興交付金制度に係る施策の推進

政策名：復興施策の推進　施策名：（３）原子力災害からの復興に係る施策の推進

001 長期避難者生活拠点形成交付金 50,300 

長期避難者のための生活拠点の形成を促進し
復興に資する、必要性が高い事業であり、引き
続き効率性に留意しつつ予算の執行を進めるこ
と。

61,200 
警察庁、文科省、厚労省、農水
省、国交省において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

（項）原子力災害復興再生支援事業費
（事項）原子力災害からの復興再生の支援に必要な経費

新25追加-2 ○

002 福島定住等緊急支援交付金 10,010 

原発事故の影響より人口が流出し、地域の復興
に支障が生じていると認められる地域において、
子育て世帯が安心して定住できる環境を整える
ことを支援することにより、地域の復興の促進を
図ることを目的としている必要性の高い事業であ
り、引き続き効率性に留意しつつ予算の執行を
進めること。

10,076 各省において執行 復興庁
東日本大震災
復興特別会計

（項）原子力災害復興再生支援事業費
（事項）原子力災害からの復興再生の支援に必要な経費

新25追加-3 ○

政策名：復興施策の推進　施策名：（４）東日本大震災からの復興に係る施策の推進（（１）～（３）に掲げるものを除く）

003 復興祈念施設基本構想検討調査 54 
復興祈念施設の検討・調査に向け、引き続き効
率性に留意しつつ予算の執行を進めること。

151 国土交通省へ支出委任 復興庁
東日本大震災
復興特別会計

（項）復興庁共通費
（大事項）復興に関する政策の調査に必要な経費

25新-5 ○

004 ＮＰＯ等の運営力強化を通じた復興支援事業 260 
復興支援や被災者支援の観点から引き続き効
率性に留意しつつ予算の執行に努めていくこと。

260 内閣府において執行 復興庁
東日本大震災
復興特別会計

（項）地域活性化等復興政策費
（大事項）経済財政政策に関する調査等に必要な経費

25新-6 　 ○

005 帰還困難区域の入域管理・被ばく管理等 4,170 
復興支援や被災者支援の観点から引き続き効
率性に留意しつつ予算の執行に努めていくこと。

5,028 内閣府において執行 復興庁
東日本大震災
復興特別会計

（項）地域活性化等復興政策費
（大事項） 防災基本政策の企画立案等に必要な経費

25新-7 ○

006 被災者生活再建支援法施行に要する経費 83,978 
復興支援や被災者支援の観点から引き続き適
正に予算の執行に努めていくこと。

19,000 内閣府において執行 復興庁
東日本大震災
復興特別会計

（項）地域活性化等復興政策費
（大事項）防災基本政策の企画立案等に必要な経費

25新-7-2 ○

007 原子力施設等防災対策等交付金 2,716 
復興支援や被災者支援の観点から引き続き適
正に予算の執行に努めていくこと。

2,087 
平成24年度は内閣府において一
括計上（環境省 事業番号:新24-
040）

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

（項）地域活性化等復興政策費
（大事項）原子力災害対策に必要な経費

○

008 少子高齢化・環境対応等復興モデル事業 215 
震災発生以降復興の進展といった状況を踏ま
え、復興特会に計上する事業としては、平成25
年度をもって終了することが適当である。

- 
平成24年度は内閣府において一
括計上（内閣府：新25追加04）

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

（項）地域活性化等復興政策費
（大事項）地域活性化政策の推進に必要な経費

25新追加-4 ○

009 災害復旧に係る警察情報通信基盤の整備 1,023 
被災地における治安対策のため必要性の高い
事業であり、引き続き効率性に留意しつつ予算
の執行を進めること。

2 
平成24年度は警察庁において一
括計上（警察庁：31）

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

（項）治安復興事業費
（大事項）警察庁施設整備に必要な経費
（項）治安復興政策費
（大事項）警察活動基盤の整備に必要な経費

010 災害警備活動に係る装備資機材の整備 38 
被災地における災害警備活動の実施に必要な
事業であり、引き続き効率性に留意しつつ予算
の執行を進めること。

38 
平成24年度は警察庁において一
括計上（警察庁：29）

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

（項）治安復興政策費
（大事項）警察活動基盤の整備に必要な経費

011 災害警備活動に係る活動旅費等 1,462 
被災地における災害警備活動の実施に必要な
事業であり、引き続き効率性に留意しつつ予算
の執行を進めること。

804 
平成24年度は警察庁において一
括計上（警察庁：30）

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

（項）治安復興政策費
（大事項）警察活動基盤の整備に必要な経費

012 被災地における公的統計の復旧・整備事業 10 
平成25年度に行われる統計調査が平成25年度
中に終了する見込みであるため、平成25年度で
事業を終了することが適当である。

- 
平成24年度は総務省において一
括計上（総務省：新24-0024）

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

（項）生活基盤行政復興政策費
（事項）統計調査等の実施に必要な経費

平成24年レビュー
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委託
調査

補助
金等

基金
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013
福島第一原子力発電所事故に伴う避難指示区域での消防活動
等に要する経費（原子力災害避難指示区域消防活動費交付金）

39 

双葉地方広域市町村圏組合消防本部等の消防
活動や消防応援活動等を支援するため、引き続
き効率性に留意しつつ予算の執行を進めるこ
と。

157 
平成24年度は総務省において一
括計上（総務省：170）

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)生活基盤行政復興政策費
（事項）消防防災体制等の整備に必要な経費

○

014 緊急消防援助隊の出動経費（緊急消防援助隊活動費負担金） 408 
消防ヘリのエンジン内部の除染のため、引き続
き効率性に留意しつつ予算の執行を進めるこ
と。

204 
平成24年度は総務省において一
括計上（総務省：172）

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)生活基盤行政復興政策費
（事項）消防防災体制等の整備に必要な経費

○

015
被災地におけるJアラートによる災害情報伝達手段の多重化・多
様化

200 

福島県内の市町村におけるＪアラートによる災害
情報伝達手段の多重化・多様化に向け、引き続
き効率性に留意しつつ予算の執行を進めるこ
と。

- 
平成24年度は総務省において一
括計上（総務省：新25-0026）

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)生活基盤行政復興政策費
（事項）消防防災体制等の整備に必要な経費

○

016 被災地における消防団の安全確保と復興推進事業 191 
消防団に係る安全対策を引き続き実施するた
め、引き続き効率性に留意しつつ予算の執行を
進めること。

63 
平成24年度は総務省において一
括計上（総務省：170）

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)生活基盤行政復興政策費
（事項）消防防災体制等の整備に必要な経費

017 被災地域における更生保護活動の維持・強化 79 

被災地域における再犯防止に向けて，保護観察
処遇等の体制を再構築するとともに，就労支援
対策の充実・強化に資するため，引き続き効率
性に留意しつつ予算の執行に努めること。

67 
平成24年度は法務省において一
括計上（法務省：0050-2.0055-2）

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

（項）法務行政復興政策費
（大事項）保護観察等に必要な経費

018 被災した法務省施設の復旧 1,742 
被災した法務省施設の復旧に資するため、引き
続き効率性に留意しつつ予算の執行に努めるこ
と。

735 
平成24年度は法務省において一
括計上（法務省：0014）

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

（項）法務行政復興事業費
（大事項）法務省施設整備に必要な経費

019
震災に起因する法的紛争の解決に資する情報提供業務・民事法
律扶助業務の実施

208 
震災等に起因して増加する法律問題の解決に
資するため、引き続き効率性に留意しつつ予算
の執行に努めること。

913 
平成24年度は法務省において一
括計上（法務省：0005-2）

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

（項）東日本大震災復興日本司法支援センター運営費
（大事項）東日本大震災復興に係る日本司法支援センター運
営費交付金に必要な経費

020 登記事務処理の適正・迅速な実施 1,760 

被災地区における土地の境界復元及び地図の
修正並びに登記申請の適正・迅速な処理に資す
るため、引き続き効率性に留意しつつ予算の執
行に努めること。

1,554 
平成24年度は法務省において一
括計上（法務省：0029）

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

（項）法務行政復興政策費
（大事項）登記事務処理に必要な経費

021 監視取締機器等復旧経費 1,214 
事業の目的である監視取締機器等復旧を平成
25年度中において達成する見込みであり、平成
25年度で事業を終了することが適当である。

- 
平成24年度は財務省において一
括計上（財務省 事業番号：041）

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

（項）財務行政復興政策費
（大事項）輸出入貨物の通関及び関税等の徴収並びに監視
取締りに必要な経費

022 公立社会教育施設災害復旧費事務費補助金 8,086 
社会教育施設復旧事業については、震災発生
後の状況の変化を踏まえ、事業規模の見直しを
行うことが適当である。

1,955 
平成24年度は文部科学省におい
て一括計上（文部科学省 事業番
号:新25-0047)

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)教育・科学技術等復興事業費
(大事項)公立文教施設整備に必要な経費

25新-31 ○

023 公立社会教育施設災害復旧費都道府県事務費交付金 2 

被災地の社会教育施設の復旧を進め社会教育
の円滑な実施を確保する観点から、復興に資す
る必要性の高い事業であり、引き続き効率性に
留意しつつ、予算の執行を進めること。

2 
平成24年度は文部科学省におい
て一括計上（文部科学省 事業番
号:新25-0048)

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)教育・科学技術等復興政策費
(大事項)地域の教育力の向上に必要な経費

25新-32

024 安全・安心のための子どもの健康対策支援事業 216 

福島第一原子力発電所事故による子どもの健
康への影響に対する不安や精神的ストレス、運
動不足をを解消するし、一層の安全・安心を確保
する観点から、復興に資する必要性の高い事業
であり、引き続き効率性に留意しつつ予算の執
行を進めること。

219 
平成24年度は文部科学省におい
て一括計上（文部科学省 事業番
号:0049）

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)教育・科学技術等復興政策費
(大事項)健やかな体の育成及び学校安全の推進に必要な経
費

025
独立行政法人放射線医学総合研究所運営費交付金に必要な経
費（東日本大震災復興特別会計）

572 

放射線に対する住民や復旧作業員等の不安軽
減を図ることは、原子力発電所事故による被災
地の復興に資する必要性の高い事業であり、引
き続き効率性に留意しつつ予算の執行を進める
こと。

572 
平成24年度は文部科学省におい
て一括計上（文部科学省 事業番
号:新24-0026）

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)東日本大震災復興独立行政法人放射線医学総合研究
所運営費
(大事項)東日本大震災復興に係る独立行政法人放射線医
学総合研究所運営費交付金に必要な経費

026 原子力損害賠償紛争審査等 4,607 
迅速・公平かつ適切に原子力損害賠償を進め、
被害者の早期救済を図る観点から、引き続き効
率性に留意しつつ予算の執行を進めること。

4,840 
平成24年度は文部科学省におい
て一括計上（文部科学省 事業番
号:新24-0032)

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)教育・科学技術等復興政策費
(大事項)原子力損害賠償紛争審査会等に必要な経費
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027
独立行政法人日本原子力研究開発機構運営費交付金に必要な
経費（東日本大震災復興特別会計）

4,981 

東京電力福島第一原子力発電所事故による被
災地の復興促進に資する必要性の高い事業で
あり、引き続き効率性に留意しつつ予算の執行
を進めること。

5,049 
平成24年度は文部科学省におい
て一括計上（文部科学省 事業番
号:新24-0034）

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)東日本大震災復興独立行政法人日本原子力研究開発
機構運営費
(大事項)東日本大震災復興に係る独立行政法人日本原子
力研究開発機構運営費交付金に必要な経費

028 日本海溝海底地震津波観測網の整備（復興関連事業） 8,476 

東北地方太平洋沖において、ケーブル式観測網
を構築し、地震・津波の早期検知による警報の
高度化を図る等により、災害予防の観点から復
興に資する必要性の高い事業であり、引き続き
効率性に留意しつつ予算の執行に努めること。

1,456 
平成24年度は文部科学省におい
て一括計上（文部科学省 事業番
号:0311）

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)教育・科学技術等復興政策費
(大事項)環境分野の研究開発の推進に必要な経費

○

029 東北マリンサイエンス拠点の形成（復興関連事業） 1,503 

津波被害が大きかった沿岸地域の産業復興の
観点から、復興に資する必要性の高い事業であ
り、引き続き効率性に留意しつつ予算の執行を
進めること。

1,523 
平成24年度は文部科学省におい
て一括計上（文部科学省 事業番
号:0314)

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)教育・科学技術等復興政策費
(大事項)海洋分野の研究開発の推進に必要な経費

○

030 障害福祉サービスの事業再開支援事業 1,144 

被災地域における障害福祉サービス事業者の
再開支援のため、復興に資する必要性の高い事
業であり、引き続き適切な予算執行を進めるこ
と。

1,144 厚生労働省において執行 復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項）社会保障等復興政策費
(大事項）障害者の自立支援等に必要な経費

25新-33

031 寄り添い型相談支援事業（復興関連事業） 497 
被災地域の心のケア支援のため、復興に資する
必要性の高い事業であり、引き続き適切な予算
執行を進めること。

497 
平成24年度は厚生労働省におい
て一括計上（厚生労働省 事業番
号:24新-75)

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

（項）社会保障等復興政策費
（大事項）地域社会におけるセーフティネット機能の整備等に
必要な経費

○

032 食品汚染物質の安全性検証推進事業（東日本大震災分） 112 
放射性物質の影響からの食品の安全性検証の
ため、復興に資する必要性の高い事業であり、
引き続き適切な予算執行を進めること。

79 
平成24年度は厚生労働省におい
て一括計上（厚生労働省 事業番
号:955)

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

（項）社会保障等復興政策費
（大事項）食品等の飲食による危害発生防止に必要な経費

033 輸入食品の監視体制強化等事業（東日本大震災分） 76 
放射性物質の影響からの食品の安全性検証の
ため、復興に資する必要性の高い事業であり、
引き続き適切な予算執行を進めること。

55 
平成24年度は厚生労働省におい
て一括計上（厚生労働省 事業番
号:24新-56)

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

（項）社会保障等復興政策費
（大事項）食品等の飲食による危害発生防止に必要な経費

034 畜産農家段階放射性物質モニタリング体制構築事業（農水省） 96 

消費者の信頼を確保し、畜産農家の経営再開に
資するため、生産資材・堆肥等の放射性セシウ
ムモニタリング体制の構築に向けて、引き続き効
率的な予算の執行に努めること。

96 農林水産省において執行 復興庁
東日本大震災
復興特別会計

（項）農林水産業復興政策費
（大事項）国産農畜産物・食農連携強化対策に必要な経費
（項）農林水産業復興事業費
（大事項）国産農畜産物・食農連携強化対策に必要な経費

25新-10 ○

035 海岸防災林再生等復興支援事業（農水省） 83 
海岸防災林の復旧・再生に向け、引き続き効率
的に留意しつつ予算の執行を進めること。

83 林野庁において執行 復興庁
東日本大震災
復興特別会計

（項）農林水産業復興政策費
（大事項）森林整備・保全に必要な経費

25新-12 ○

036 復興に向けた木の暮らし創出支援事業（農水省） 90 
地域材を活用した木造復興住宅等の建設の促
進に向け、引き続き効率的な予算の執行に努め
ること。

90 林野庁において執行 復興庁
東日本大震災
復興特別会計

（項）農林水産業復興政策費
（大事項）林産物供給等振興対策に必要な経費

25新-13 ○

037 放射性物質被害林産物処理支援事業　（農水省） 452 

放射性物質被害を受けた林産物の焼却、運搬、
仮置き等に係る費用の支援による林産物の流通
確保に向け、引き続き効率的な予算の執行に努
めること。

452 林野庁において執行 復興庁
東日本大震災
復興特別会計

（項）農林水産業復興政策費
（大事項）林産物供給等振興対策に必要な経費

25新-14 ○

038 東日本大震災からの復興に向けた保安林配備対策（農水省） 30 

保安林解除事務、除染に伴う保安林の現地調
査、海岸林の保安林指定に向けた調査等の実
施に向け、引き続き効率的な予算の執行に努め
ること。

60 林野庁において執行 復興庁
東日本大震災
復興特別会計

（項）農林水産業復興政策費
（大事項）森林整備・保全に必要な経費

○

039 海洋生態系の放射性物質挙動調査事業 190 
水生生物とそれを取り巻く生態系の放射性物質
の挙動等を明らかにするため調査研究に向け、
引き続き効率的な予算の執行に努めること。

190 
平成24年度は農林水産省におい
て一括計上（農林水産省　事業番
号403）

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

（項）独立行政法人水産総合研究センター運営費
（大事項）独立行政法人水産総合研究センター運営費交付
金に必要な経費

○

040

放射性物質による農畜産物等影響実態調査対策のうち農畜産
物・農地土壌等の放射性物質実態調査事務費、放射性物質等を
含む肥料の安全確保調査事業委託費、飼料作物等の放射性物
質実態調査事業委託費

414 

放射性物質による農畜産物・農地土壌等への影
響の実態を調査の目的としており、復興の進展
に伴い要望を踏まえて、引き続き効率性に留意
しつつ予算の執行を進めること。

277 
平成24年度は農林水産省におい
て一括計上（農林水産省　事業番
号0047）

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

（項）農林水産業復興政策費
（大事項）食の安全と消費者の信頼確保対策に必要な経費

○
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041
福島再生可能エネルギー研究開発拠点機能強化事業（復興関
連事業）

900 
被災地の復興に対する経済波及効果や雇用拡
大に対する効果を検証しつつ、必要額を精査し、
効率的な予算の執行を進めていくこと。

1,600 経済産業省において執行 復興庁
東日本大震災
復興特別会計

（項）東日本大震災復興独立行政法人産業技術総合研究所
運営費
（大事項）東日本大震災復興に係る独立行政法人産業技術
総合研究所運営費交付金に必要な経費

25新-16

042
東北復興再生に資する重要インフラＩＴ安全性検証・普及啓発拠
点整備・促進事業（復興関連事業）

535 
制御システムの評価認証機関の設立による平成
28年度からの自走化に向け、引き続き、必要額
を精査し、効率的な予算の執行を進めること。

535 経済産業省において執行 復興庁
東日本大震災
復興特別会計

（項）経済・産業及エネルギー安定供給確保等復興政策費
（大事項）情報産業強化のための研究開発に必要な経費

25新-18

043
福島県再生可能エネルギー次世代技術開発事業（復興関連事
業）

300 
福島県の復興に寄与する再生可能エネルギー
の高度化に向け、引き続き、必要額を精査し、効
率的な予算の執行を進めること。

1,300 資源エネルギー庁において執行 復興庁
東日本大震災
復興特別会計

（項）経済・産業及エネルギー安定供給確保等復興政策費
（大事項）電力の安定供給対策に必要な経費

25新-19 ○

044
福島県市民交流型再生可能エネルギー導入促進事業（復興関
連事業）

500 
福島県の復興に寄与する再生可能設備の普及
を促進するため、引き続き、必要額を精査しつ
つ、効率的な予算の執行を進めること。

1,000 資源エネルギー庁において執行 復興庁
東日本大震災
復興特別会計

（項）経済・産業及エネルギー安定供給確保等復興政策費
（大事項）電力の安定供給対策に必要な経費

25新-20 ○

045 津波・原子力災害被災地域雇用創出企業立地補助金 110,000 

津波・原子力災害被災地域への企業立地を促
進するため、引き続き、被災地の復興ニーズを
踏まえ、必要額を精査しつつ、効率的な予算の
執行を進めること。復興予算の使途明確化の観
点から、基金の執行状況について適切に把握し
ていくことが必要である。

事項要求 経済産業省において執行 復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)経済・産業及エネルギー安定供給確保等復興政策費
（大事項）地域経済産業活性化に必要な経費

24新-24 ○

046 先端農業産業化システム実証事業（復興関連事業） 1,611 

本事業の実施により、農業システムの事業化に
向けた低コスト化等の目的を達成する見込みで
あるため、当初の予定通り平成25年度で事業を
終了することが適当である。

- 
平成24年度は経済産業省におい
て一括計上（経済産業省 事業番
号：0031）

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)経済・産業及エネルギー安定供給確保等復興政策費
（大事項）経営革新・創業促進に必要な経費

○

047 東北地域観光復興対策事業 199 
事業の目的である地域の自立的な持続性のあ
る取組につなげられるよう、引き続き効率性に留
意しつつ予算の執行を進めること。

200 観光庁において執行予定 復興庁
東日本大震災
復興特別会計

（項）住宅・地域公共交通等復興政策費
（大事項）観光振興に必要な経費

25新-22 ○

048 福島県における観光関連復興支援事業 378 
事業の目的である福島の観光関連産業の復興
を促進に向け、引き続き効率性に留意しつつ予
算の執行を進めること。

695 観光庁において執行予定 復興庁
東日本大震災
復興特別会計

（項）住宅・地域公共交通等復興政策費
（大事項）観光振興に必要な経費

25新-23 ○

049 航路標識整備事業（被災地分） 753 
事業の目的である海上の安全及び治安の確保
に向け、引き続き効率性に留意しつつ予算の執
行を進めること。

244 海上保安庁において執行予定 復興庁
東日本大震災
復興特別会計

（項）東日本大震災災害復旧等事業費
（大事項）航路標識災害復旧事業に必要な経費

25新-24

050 航空機の整備に関する経費（東日本大震災関連） 1,573 
事業の目的である海上の安全及び治安の確保
に向け、引き続き効率性に留意しつつ予算の執
行を進めること。

3,709 
平成24年度は国土交通省におい
て一括計上（国土交通省 事業番
号：539）

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

（項）住宅・地域公共交通等復興政策費
（大事項）船舶交通安全及び治安対策に必要な経費

051 官庁営繕費（東日本大震災関連） 715 

事業の目的である官庁施設の復旧を平成２５年
度中に達成する見込みであるため、当初の予定
通り平成２５年度で事業を終了することが適当で
ある。

- 
平成24年度は国土交通省におい
て一括計上（国土交通省 事業番
号：26）

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

（項）住宅・地域公共交通等復興事業費
（大事項）環境等に配慮した便利で安全な官庁施設の整備
に必要な経費

052
復旧・復興工事における現場配置技術者の実態調査・適正化等
（東日本大震災関連）

13 
事業の目的である復興工事における適正な施工
を確保の達成に向け、引き続き効率性に留意し
つつ予算の執行を進めること。

13 
平成24年度は国土交通省におい
て一括計上（国土交通省 事業番
号：132）

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

（項）住宅・地域公共交通等復興政策費
（大事項）建設市場の環境整備の推進に必要な経費

○

053 造船業等復興支援事業 16,024 

事業の目的である地元造船産業の復興の促進
を平成２８年度までに達成する基金事業につい
て、所要額を平成２５年度予算額で計上したこと
から平成２６年度予算要求は行わないことが適
当である。

- 
平成24年度は国土交通省におい
て一括計上（国土交通省： 事業番
号新25－追加4

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

（項）住宅・地域公共交通等復興政策費
（大事項）海事産業の市場環境整備・活性化の推進に必要な
経費

25新追加-5 ○

054 放射線による自然生態系への影響調査費 61 
引き続き効率性に留意しつつ予算の執行を進め
ること。

58 環境省において執行 復興庁
東日本大震災
復興特別会計

（項）環境保全復興政策費
（大事項）生物多様性の保全等の推進に必要な経費

25新-25 ○
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055
事故由来放射性物質汚染に汚染された一般廃棄物処理施設の
解体･整備作業マニュアル策定事業

39 
本事業の実施による具体的成果について今後
の行政事業レビュー等の機会を通じて明らかに
していくこと。

39 環境省において執行 復興庁
東日本大震災
復興特別会計

（項）環境保全復興政策費
（大事項）放射性物質による環境の汚染への対処に必要な
経費

25新-26 ○

056 警戒区域内における鳥獣捕獲等緊急対策事業 30 
本事業の実施による具体的成果について今後
の行政事業レビュー等の機会を通じて明らかに
していくこと。

30 
平成24年度は環境省において一
括計上（環境省 事業番号：新25
追加-012）

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

（項）環境保全復興政策費
（大事項）生物多様性の保全等の推進に必要な経費

25新追加-6 ○

057 環境研究総合推進費 773 
新仕分けにおける評価結果を踏まえ、引き続き
被災地の復旧・復興に直結する研究開発課題に
絞り込んで事業を執行すること。

150 
平成24年度は環境省において一
括計上（環境省 事業番号：新24-
033）

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

（項）環境保全復興政策費
（大事項）環境問題に対する調査・研究・技術開発に必要な
経費

○ ○

058 国立環境研究所運営費 233 
福島県環境創造センター（仮称）の仕組み等を
活用し、より効果的な研究の実施が図られるよう
事業の在り方を見直すこと。

1,153 
平成24年度は環境省において一
括計上（環境省 事業番号：新25-
046）

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

（項）東日本大震災復興独立行政法人国立環境研究  所運
営費
（大事項）東日本大震災復興に係る独立行政法人国立環境
研究所運営費交付金に必要な経費

○

059 避難指示区域等における環境放射線モニタリング推進事業 978 
２５年度において市町村の要望等を踏まえた所
要の予算措置を講じているため、２６年度は予算
要求を行わない。

- 原子力規制庁において執行 復興庁
東日本大震災
復興特別会計

（項）環境保全復興政策費
（大事項）原子力安全確保に必要な経費

新25-29 ○

060 原子力被災者環境放射線モニタリング対策関連交付金 1,306 
引き続き効率的・効果的な予算の執行に努める
こと。

1,306 原子力規制庁において執行 復興庁
東日本大震災
復興特別会計

（項）環境保全復興政策費
（大事項）原子力安全確保に必要な経費

新25-30 ○

061
東京電力福島原子力発電所事故に関する被災者からの個別相
談窓口事業

98 
事故発生以降の入電件数の推移等を踏まえ、実
施体制について所要の見直しを行うことが必要
である。

81 
平成24年度は原子力規制庁にお
いて一括計上（原子力規制庁 事
業番号：379）

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

（項）環境保全復興政策費
（大事項）原子力安全確保に必要な経費

062 原子力施設事故影響調査 3,174 
モニタリングの実施内容等について、発災後の
状況の変化等を踏まえ随時見直しを行うこと。

3,041 
平成24年度は原子力規制庁にお
いて一括計上（原子力規制庁 事
業番号：新24-45）

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

（項）環境保全復興政策費
（大事項）原子力安全確保に必要な経費

○

063 環境放射線測定等の充実 1,014 
引き続き効率性に留意しつつ予算の執行を進め
ること。

1,152 
平成24年度は原子力規制庁にお
いて一括計上（原子力規制庁 事
業番号：新24-49）

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

（項）環境保全復興政策費
（大事項）原子力安全確保に必要な経費

064 被災した自衛隊施設の復旧 11,414 
自衛隊施設の復旧に資するため、引き続き効率
性に留意しつつ予算の執行に努めること。

3,950 
平成24年度は防衛省において一
括計上（防衛省 事業番号：
9.10.95.97.100.105.108.114.425）

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

（項）施設整備費
（大事項）施設整備に必要な経費

065 被災した装備品等の復旧 44,796 
自衛隊装備品等の復旧に資するため、引き続き
効率性に留意しつつ予算の執行に努めること。

17,101 

平成24年度は防衛省において一
括計上（防衛省 事業番号：
75.215.273.277.284.286.305.316.31
7.323.421.426.431）

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

（項）武器車両等整備費
（大事項）武器車両等の購入に必要な経費
（大事項）武器車両等の整備維持に必要な経費
（項）航空機整備費
（大事項）航空機の購入に必要な経費
（大事項）航空機の整備維持に必要な経費
（項）人材確保育成費
（大事項）教育・訓練の実施に必要な経費

389,119            東日本大震災特別会計 158,337            合　　　　　計
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